
令和元年度

菊陽町下水道事業会計補正予算書（第３号）

熊本県菊池郡菊陽町





  （総　　則）
第　１　条　　令和元年度菊陽町下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

  （収益的収入及び支出の補正）
第　２　条　　令和元年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第２号）第２条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり
　補正する。

（科　　　目）

　第　１　款 事業収益 千円 千円 千円
　　第　１　項 　営業収益 千円 千円 千円
　　第　２　項 　営業外収益 千円 千円 千円
　　第　３　項 　特別利益 千円 千円 千円

　第　１　款 事業費用 千円 千円 千円
　　第　１　項 　営業費用 千円 千円 千円
　　第　２　項 　営業外費用 千円 千円 千円
　　第　３　項 　特別損失 千円 千円 千円
　　第　４　項 　予備費 千円 千円 千円

令和元年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第３号）

（既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　入

１,３７２,５３８ ２０,４１３ １,３９２,９５１
９５８,３３０ ２０,１６８ ９７８,４９８
４０７,２４８ ２４５ ４０７,４９３

６,９６０ ６,９６０

支　　　出

１,３１８,４２６ ４,２２１ １,３２２,６４７
１,１６８,９８９ ４,２２１ １,１７３,２１０

１３９,４３６ １３９,４３６
１ １

１０,０００ １０,０００
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  （資本的収入及び支出の補正）

（科　　　目）

　第　１　款 資本的収入 千円 千円 千円
　　第　１　項 　企業債 千円 千円 千円
　　第　２　項 　出資金 千円 千円 千円
　　第　３　項 　負担金 千円 千円 千円
　　第　４　項 　補助金 千円 千円 千円
　　第　５　項 　交付金 千円 千円 千円
　　第　７　項 　その他資本的収入 千円 千円 千円

　第　１　款 資本的支出 千円 千円 千円
　　第　１　項 　建設改良費 千円 千円 千円
　　第　２　項 　企業債償還金 千円 千円 千円
　　第　３　項 　投資 千円 千円 千円
　　第　４　項 　予備費 千円 千円 千円

（既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　入

９７６,４９３ △１８,６２３ ９５７,８７０
７１７,５００ △２０,５００ ６９７,０００
１１４,５６５ １１４,５６５

１９,７６１ ８,８８０ ２８,６４１
５０,３３５ △７,００３ ４３,３３２
７３,５００ ７３,５００

８３２ ８３２

支　　　出

１,３６２,８７１ △１,０００ １,３６１,８７１
７７８,７８６ △１,０００ ７７７,７８６
５８１,８６７ ５８１,８６７

１８ １８
２,２００ ２,２００

第　３　条　　令和元年度菊陽町下水道事業会計補正予算（第１号）（以下、「補正予算（第１号）」という。）第３条本文括弧
　書中「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額３８６，３７８千円は、過年度分損益勘定留保資金８，４２２千円、当
　年度分損益勘定留保資金３１７，１８９千円、減債積立金１６，４４２千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整
　額４４，３２５千円で補填するものとする。」を「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額４０４，００１千円は、過
　年度分損益勘定留保資金８，４２２千円、当年度分損益勘定留保資金３１８，１２０千円、減債積立金２２，６３８千円及び当
　年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５４，８２１千円で補填するものとする。」に改め、補正予算（第１号）第３条
　に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。
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  （企業債の補正）
第　４　条　　補正予算（第１号）第４条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を、次のとおり
　変更する。

  （議会の議決を経なければ流用することができない経費の補正）
第  ５  条　　補正予算（第１号）第５条に定めた経費の金額を次のように改める。

（科　　　目）

職員給与費

  （他会計からの補助金の補正）
第  ６  条　　補正予算（第１号）第６条中「９３，５６５千円」を「８３，６４９千円」に改める。　　

令和２年２月２８日提出

菊陽町長 後　藤　三　雄

利率 償還の方法

流域関連公共下水
道事業分

599,600

起債の目的

補正前 補正後

限度額（千円） 起債の方法

補正前に
同じ

補正前に
同じ

流域下水道事業分 12,200
証書借入

又は
証券発行

５％以内
４０年以内（据置期
間５年以内　半年賦
元利均等償還又は半
年賦元金均等償還）
ただし、企業財政そ
の他の都合により、
据置期間及び償還期
間を短縮し、又は繰
上償還若しくは、低
利債に借り換えるこ
とができる。

11,800

16,400 0

　４５，０７８千円 １，６３２千円 ４６，７１０千円

限度額（千円） 起債の方法 利率 償還の方法

（補正予定額） （計）

補正前に
同じ

計 717,500 697,000

（既決予定額）

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行なった後に
おいては当該見直し
後の利率）

595,900

農業集落排水事業
分
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付　　属　　書　　類
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 事業収益 1,372,538 20,413 1,392,951

１．営業収益 958,330 20,168 978,498

１．下水道使用料 823,206 20,000 843,206 直接徴収分

２．他会計負担金 128,615 168 128,783 一般会計繰入金（雨水処理負担金）

４．その他営業収益 6,509 6,509

２．営業外収益 407,248 245 407,493

１．受取利息及び配当金 16 16

２．他会計補助金 43,230 △ 2,913 40,317 一般会計繰入金（公共下水道事業）

４．長期前受金戻入 363,877 3,158 367,035 長期前受金収益化額

６．雑　収　益 125 125

３．特別利益 6,960 6,960

２．過年度損益修正益 1 1

３．その他特別利益 6,959 6,959

1,372,538 20,413 1,392,951

令和元年度　菊陽町下水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

1 事業費用 1,318,426 4,221 1,322,647

１．営業費用 1,168,989 4,221 1,173,210

１．管渠費 387,736 387,736

２．ポンプ場費 15,465 130 15,595 職員給与費130

３．セミコンテクノパーク
　　維持管理費

16,616 16,616

４．処理場費 8,867 8,867

５．総係費 57,062 2 57,064 職員給与費2

６．減価償却費 683,243 268 683,511

７．資産減耗費 3,821 3,821 固定資産除却費

２．営業外費用 139,436 139,436

１．支払利息 138,936 138,936

３．消費税及び地方消費税

４．雑支出 500 500

３．特別損失 1 1

４．過年度損益修正損 1 1

４．予備費 10,000 10,000

１．予  備  費 10,000 10,000

1,318,426 4,221 1,322,647支　出　合　計
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１資本的収入 976,493 △ 18,623 957,870

１．企業債 717,500 △ 20,500 697,000

１．企業債 717,500 △ 20,500 697,000
流域下水道事業債、公共下水道事業債、農業
集落排水事業債

２．出資金 114,565 114,565

１．出資金 114,565 114,565

３．負担金 19,761 8,880 28,641

２．受益者負担金 13,460 8,880 22,340 下水道事業受益者負担金

３．工事負担金 6,301 6,301

４．補助金 50,335 △ 7,003 43,332

３．他会計補助金 50,335 △ 7,003 43,332
一般会計繰入金（公共下水道事業△22,403、
農業集落排水事業15,400）

５．交付金 73,500 73,500

１．交付金 73,500 73,500

７．その他資本的 832 832

　　収入 １．その他資本的収入 832 832

976,493 △ 18,623 957,870

資本的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１資本的支出 1,362,871 △ 1,000 1,361,871

１．建設改良費 778,786 △ 1,000 777,786

１．施設費 778,786 △ 1,000 777,786 農業集落排水事業△1,000

２．企業債償還金 581,867 581,867

１．企業債償還金 581,867 581,867

３．投資 18 18

１．投資 18 18

４．予備費 2,200 2,200

１．予備費 2,200 2,200

1,362,871 △ 1,000 1,361,871支　出　合　計

- 9 -



（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 41,402,957

　　　固定資産減価償却費 683,511,000

　　　固定資産除却損 3,821,000

　　　賞与･法定福利費引当金増減額（△は減少） 107,556

　　　長期前受金戻入 △ 367,035,000

　　　受取利息及び受取配当金 △ 16,000

　　　支払利息 138,936,000

　　　未収金の増減額（△は増加） 3,993,614

　　　未払金増減額（△は減少） △ 5,162,103

　　　その他 △ 16,407,829

　　　　　小計 483,151,195

　　　利息及び配当金の受取額 16,000

　　　利息の支払額 △ 138,936,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 344,231,195

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 427,080,341

　　　無形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 17,797,272

　　　交付金による収入 94,613,000

　　　受益者負担金・分担金による収入 22,398,200

　　　他会計補助金による収入 91,689,600

　　　他団体負担金による収入 6,301,000

　　　その他資本的収入 832,000

　　　基金積立 △ 18,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 229,061,813

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行による収入 419,900,000

　　　企業債の償還による支出 △ 581,865,319

　　　他会計出資金の受入 114,565,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 47,400,319

４　資金増減額 67,769,063

５　資金期首残高 125,145,700

６　資金期末残高 192,914,763

令和元年度予定キャッシュフロー計算書（間接法）
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

-
 
1
0
 
-



（１）総括

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

1,602

期末手当　 　    9
勤勉手当　 　    7
時間外手当 　1,500
住居手当　 　　 86

職員手当等 1,602

制度改正に伴う増減分 ―

その他の増減分 ―

その他の増減分

普通昇級に伴う増加分 30
給料 30

給与改定に伴う増減分 ―

昇給期間短縮に伴う増加分 ―

区分 増減額 増減事由別内訳 備考

869

296 626 393 660756

地域
手当

給　与　費　明　細　書

比較

補正後 4,570

3,070 756 296 393 660

1,500

管理職
手当

児童
手当

用地交渉
手当

1,602 1,632

日直
手当

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分
期末
手当

勤勉
手当

補正前 5,403

5,412 3,727

3,720

7

時間外手
当

540

扶養
手当

1,500

通勤
手当

住居
手当

1,500

合　計 30

資本勘定
支弁職員

1,632

7,895 46,710

102 132 132
比

較

損益勘定
支弁職員

16,440 38,815

1,500

22,375

資本勘定
支弁職員

30

8,639 17,713

合　計 7

7,801 21,102 4,436 25,538

3,459 21,172

13,301

3 9,074

14,838 37,183 7,895 45,078

補
正
後

損益勘定
支弁職員

4

7,139 16,213 3,459 19,672

合　計 7 22,345

7,699 20,970 4,436 25,406

資本勘定
支弁職員

3 9,074
補
正
前

損益勘定
支弁職員

4 13,271

区　　分
職員数（人） 給　　与　　費

法定福利費
手当等 計

合計
特別職 一般職 報酬 給料 賃金

-
 
1
1
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,691,857,584
ロ建物 145,593,061

減価償却累計額 64,844,058 80,749,003
ハ構築物 24,207,298,885

減価償却累計額 4,494,756,591 19,712,542,294
ニ機械及び装置 793,112,490

減価償却累計額 453,084,227 340,028,263
ホ車両運搬具 1,593,727

減価償却累計額 1,514,040 79,687
ヘ工具器具及び備品 2,328,473

減価償却累計額 1,854,296 474,177
ト建設仮勘定 167,786,252

有形固定資産合計 21,993,517,260
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 721,307,822
無形固定資産合計 721,307,822

(3) 投資その他資産
イ基金 172,923,955

投資合計 172,923,955
固定資産合計 22,887,749,037

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 192,914,763 192,914,763
(2) 未収金

イ営業未収金 88,292,646
ロ営業外未収金 7,688,400
ハその他未収金 650,890
ニ貸倒引当金 △ 997,312 95,634,624

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
(4)その他流動資産 664,912 664,912

流動資産合計 289,392,559
資産合計 23,177,141,596

令和元年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（令和２年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
1
2
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 6,744,904,939 6,744,904,939

固定負債合計 6,744,904,939

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 576,299,288 576,299,288

(3) 未払金
イ営業未払金 22,562,200
ロ営業外未払金 4,900
ハその他未払金 87,000,000 109,567,100

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,068,000
ロ法定福利費引当金 651,000 3,719,000

(5) その他流動負債
イ預り金 12,430,930 12,430,930

流動負債合計 702,016,318

5 繰延収益
(1) 長期前受金 14,573,062,604
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,885,071,203

繰延収益合計 11,687,991,401
負債合計 19,134,912,658

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 726,330,000
ハ組入資本金 441,603,743 2,883,514,716

資本金合計 2,883,514,716

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 18,969,269

資本剰余金合計 855,618,261
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 21,036,867
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 122,641,591
ニ当年度未処分利益剰余金 159,417,503

･その他未処分利益剰余金変動額 (22,638,000)
･繰越利益剰余金 (95,376,546)
･当年度純利益 (41,402,957)

利益剰余金合計 303,095,961
剰余金合計 1,158,714,222
資本合計 4,042,228,938
負債資本合計 23,177,141,596

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
1
3
 
-



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却方法
イ．有形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　建物　　　８～３７年
　　　構築物　　１０～５０年
　　　機械及び装置　　６～３５年
　　　車両運搬具　　４～６年
　　　工具器具及び備品　　４～８年

ロ．無形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　施設利用権　　　３５年

（２）引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

ロ．退職給与引当金

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

３．セグメント情報に関する注記
（１）報告セグメントの概要

イ．報告セグメントの決定方法

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「下水
道に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担する
と見込まれる額は２，４４１，４７５千円である。

　　　菊陽町下水道事業は、公共下水道、農業集落排水事業の２事業を運営しており、各
　　事業毎に運営方針等を決定していることから「公共下水道事業」及び「農業集落排水
　　事業」の２つを報告セグメントとしている。

貸借対照表等に関する注記

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
　いる。

　  職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給与
　引当金は計上していない。

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、事
　業年度末における支給見込額に基づき、事業年度の負担に属する額を計上している。
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ロ．各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

事業区分
公共下水道事業
農業集落排水事業

（２）各報告セグメントの営業収益等
イ． 令和元年度予定（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 893,724,455 7,527,273 901,251,728

営業費用 1,096,033,260 35,848,177 1,131,881,437

営業損益 △ 202,308,805 △ 28,320,904 △ 230,629,709

経常損益 29,036,494 6,040,099 35,076,593

セグメント資産 22,424,198,246 752,943,350 23,177,141,596

セグメント負債 18,595,457,856 539,454,802 19,134,912,658

その他の項目

他会計繰入金 144,225,000 24,875,000 169,100,000

減価償却費 659,494,000 24,017,000 683,511,000

特別利益 6,327,364 0 6,327,364

特別損失 1,000 0 1,000

ロ．
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 160,907,049 △ 1,489,546 159,417,503

その他未処分利益剰余
金変動額 22,638,000 0 22,638,000

繰越利益剰余金 102,906,191 △ 7,529,645 95,376,546

当年度純利益 35,362,858 6,040,099 41,402,957

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

428,441,250 16,436,363 444,877,613

令和元年度予定（令和２年３月３１日）

事業の内容
公共下水道事業の維持管理、汚水・雨水管渠の整備
農業集落排水事業の維持管理、汚水管渠の整備
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